
 

 

 

資 料 
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１９日間

月　日 曜 区　分 議　　　　事 備　　考

１１．２２ 金 本会議

開会
会議録署名議員指名
議会運営委員長審査結果報告
会期決定
議案上程
知事提案理由説明

議会運営委員会　   9:30

２３ 土 （ 閉 庁日 ） 勤労感謝の日

２４ 日 （ 閉 庁 日 ）

２５ 月 一般質問通告締切　12:00

２６ 火

２７ 水

２８ 木

２９ 金 請願締切　　　　　16:00

３０ 土

１２．　１ 日

２ 月 一 般 質 問
議員発議案締切　　17:00
（会派提出）

３ 火

一 般 質 問
議 案 に 対 す る 質 疑
討 論 、 採 決 ( 人 事 案 件 )
議 案 ・ 請 願 委 員 会 付 託

議会運営委員会　   9:30

４ 水

５ 木
議員発議案締切　　17:00
（会派提出を除く）

６ 金 特 別 委 員 会
議会運営委員会
（特別委員会終了後）

７ 土

８ 日

９ 月 （ 議 事 整 理 ）

１０ 火 本会議

常任委員長審査結果報告
質疑、討論、採決
選挙管理委員及び同補充員
の選挙
閉会

議会運営委員会　   9:30

（ 閉 庁 日 ）

休　会

休　会

本会議

常 任 委 員 会

（ 閉 庁 日 ）

休　会

令和６年１１月定例会日程

（ 議 案 調 査 ）

本会議 一 般 質 問
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 ２ １ ５ － １ ２ ０ ８　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  令和６年１１月２２日　

                                                         

 

 　宮崎県議会議長　濵砂　守　殿

 

 

                      　　　      　　 宮崎県知事　河　野　俊　嗣

 

 

議 案 の 送 付 に つ い て 

 

 　令和６年１１月定例会に付議する議案を下記のとおり送付します。
 

 記

 

議案第 1 号  令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第７号） 

議案第 2 号  令和６年度宮崎県えびの高原スポーツレクリエーション施設特別会計補正 

　　　　　　予算（第２号） 

議案第 3 号  宮崎県税条例の一部を改正する条例 

議案第 4 号  使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 

議案第 5 号  警察関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 

議案第 6 号  職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

議案第 7 号  公の施設に関する条例の一部を改正する条例 

議案第 8 号  宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

議案第 9 号  宮崎県救護施設、更生施設、医療保護施設、授産施設及び宿所提供施設の 

            設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 

議案第10号  工事請負契約の締結について 

議案第11号  工事請負契約の変更について 

議案第12号  工事請負契約の変更について 

議案第13号  工事請負契約の変更について 

議案第14号  工事請負契約の変更について 

議案第15号  民事訴訟事件の和解について 

議案第16号  訴えの提起について 

議案第17号  公の施設の指定管理者の指定について 

議案第18号  公の施設の指定管理者の指定について 

議案第19号  公の施設の指定管理者の指定について 

議案第20号  公の施設の指定管理者の指定について 

議案第21号  当せん金付証票の発売について 

議案第22号  収用委員会委員の任命の同意について 

 

（文書取扱　財政課）　
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 ２ １ ５ － １ ２ ４ ２　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  令和６年１２月３日　

                                                         

 

 　宮崎県議会議長　濵砂　守　殿

 

 

                      　　　      　　 宮崎県知事　河　野　俊　嗣

 

 

議 案 の 送 付 に つ い て 

 

 　令和６年１１月定例会に付議する議案を下記のとおり送付します。
 

 記

 

議案第23号  令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第８号） 

議案第24号  令和６年度宮崎県拡大造林事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第25号  令和６年度宮崎県公共用地取得事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第26号  令和６年度宮崎県育英資金特別会計補正予算（第１号） 

議案第27号  令和６年度宮崎県公営企業会計（電気事業）補正予算（第２号） 

議案第28号  令和６年度宮崎県公営企業会計（工業用水道事業）補正予算（第１号） 

議案第29号　令和６年度宮崎県公営企業会計（地域振興事業）補正予算（第１号） 

議案第30号　令和６年度宮崎県立病院事業会計補正予算（第１号） 

議案第31号　職員の給与に関する条例及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を 

            改正する条例 

議案第32号  市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

議案第33号  知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（文書取扱　財政課）　
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 令和６年１１月定例会 
 

一 般 質 問 時 間 割 
 
  １１月２７日（水） 

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考 

１ 自 由 民 主 党 坂口  博美 １０：００～１１：００  

２ 自 由 民 主 党 丸山裕次郎 １１：００～１２：００ 休憩 

３ 自 由 民 主 党 川添    博 １３：００～１４：００  

４ 県 民 連 合 立 憲 永山 敏郎 １４：００～１５：００  

 

  １１月２８日（木） 

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考 

５ 自 由 民 主 党 福田  新一 １０：００～１１：００  

６ 公 明 党 重松幸次郎 １１：００～１２：００ 休憩 

７ 日 本 共 産 党 前屋敷恵美 １３：００～１４：００  

８ 自 由 民 主 党 安田  厚生 １４：００～１５：００  

 

  １１月２９日（金） 

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考 

９ 親 和 会 脇谷のりこ １０：００～１１：００  

１０ 自 由 民 主 党 山口 俊樹 １１：００～１２：００ 休憩 

１１ 自 由 民 主 党 下沖 篤史 １３：００～１４：００  

１２ 自 由 民 主 党 二見 康之 １４：００～１５：００  

 

  １２月２日（月） 

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考 

１３ 自 由 民 主 党 荒神  稔 １０：００～１１：００  

１４ 自 由 民 主 党 山内いっとく １１：００～１２：００ 休憩 

１５ 自 民 党 同 志 会 井本 英雄 １３：００～１４：００  

１６ 県 民 連 合 立 憲 岩切 達哉 １４：００～１５：００  

 

  １２月３日（火） 

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考 

１７ 公 明 党 工藤 隆久 １０：００～１１：００  

１８ 自 由 民 主 党 黒岩 保雄 １１：００～１２：００ 休憩 

１９ 自 由 民 主 党 佐藤 雅洋 １３：００～１４：００  
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令和６年１１月定例会

［議　案］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第１号 令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第７号） 可決 可決 可決 可決 可決

第２号
令和６年度宮崎県えびの高原スポーツレクリエー
ション施設特別会計補正予算（第２号）

可決

第３号 宮崎県税条例の一部を改正する条例 可決

第４号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 可決

第５号
警察関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正
する条例

可決

第６号 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 可決

第７号 公の施設に関する条例の一部を改正する条例 可決

第８号
宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一
部を改正する条例

可決 可決

第９号
宮崎県救護施設、更生施設、医療保護施設、授産
施設及び宿所提供施設の設備及び運営の基準に関
する条例の一部を改正する条例

可決

第１０号 工事請負契約の締結について 可決

第１１号 工事請負契約の変更について 可決

第１２号 工事請負契約の変更について 可決

第１３号 工事請負契約の変更について 可決

第１４号 工事請負契約の変更について 可決

第１５号 民事訴訟事件の和解について 可決

第１６号 訴えの提起について 可決

第１７号 公の施設の指定管理者の指定について 可決

第１８号 公の施設の指定管理者の指定について 可決

第１９号 公の施設の指定管理者の指定について 可決

第２０号 公の施設の指定管理者の指定について 可決

議案・請願　委員会審査結果表

番　号 件　名

常 任 委 員 会
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総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第２１号 当せん金付証票の発売について 可決

第２３号 令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第８号） 可決 可決 可決 可決 可決

第２４号
令和６年度宮崎県拡大造林事業特別会計補正予算
（第１号）

可決

第２５号
令和６年度宮崎県公共用地取得事業特別会計補正
予算（第１号）

可決

第２６号
令和６年度宮崎県育英資金特別会計補正予算
（第１号）

可決

第２７号
令和６年度宮崎県公営企業会計（電気事業）補正
予算（第２号）

可決

第２８号
令和６年度宮崎県公営企業会計(工業用水道事業)
補正予算（第１号）

可決

第２９号
令和６年度宮崎県公営企業会計（地域振興事業）
補正予算（第１号）

可決

第３０号 令和６年度宮崎県立病院事業会計補正予算(第１号) 可決

第３１号
職員の給与に関する条例及び一般職の任期付職員
の採用等に関する条例の一部を改正する条例

可決

第３２号
市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を
改正する条例

可決

第３３号
知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改
正する条例

可決

［請　願］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第８号
国に「現行保険証とマイナ保険証の両立を求める
意見書を提出すること」についての請願

不採択

第９号
宮崎県に対し、精神障がい者を県の重度障がい者
医療費助成制度の対象とすることを求める請願書

採択

第１０号
「現行保険証の存続を求める」意見書を国に提出
することを求める請願書

不採択

第１１号
医療機関の事業と経営維持のための診療報酬の再
改定、補助金等の財政支援措置についての請願

継続

第１２号
宮崎県下の公立小中学校の教育条件改善を求める
請願

不採択

番　号 件　名

常 任 委 員 会

番　号 件　名

常 任 委 員 会
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閉会中の継続審査・調査申出一覧 

                                                          令和６年１１月定例会 

委 員 会 名 事          件 理  由 

総務政策常任委員会 総合政策及び行財政対策に関する調査 
調査を要

するため 

厚 生 常 任 委 員 会 

 

請願第11号 医療機関の事業と経営維持のため

の診療報酬の再改定、補助金等の  

財政支援措置についての請願 

 

福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関する

調査 

 

慎重な審

査・調査を

要するた

め 

商工建設常任委員会 
商工観光振興対策及び土木行政の推進に関する

調査 

調査を要

するため 

環 境 農 林 水 産 

常 任 委 員 会  
環境対策及び農林水産業振興対策に関する調査 

調査を要

するため 

文 教 警 察 企 業 

常 任 委 員 会  

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経営

に関する調査 

調査を要

するため 

議 会 運 営 委 員 会 
次期県議会の会期日程に関する審査及び議会運

営に関する調査 

円滑な議

会運営を

図るため 
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議 案 議 決 件 名 一 覧 表 
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議 案 番 号  件                  名 議 決 月 日  

知事提出議案第１号 

  〃   第２号 

 

  〃   第３号 

  〃   第４号 

  〃   第５号 

 

  〃   第６号 

  〃   第７号 

  〃   第８号 

 

  〃   第９号 

 

 

  〃   第10号 

  〃   第11号 

  〃   第12号 

  〃   第13号 

  〃   第14号 

  〃   第15号 

  〃   第16号 

  〃   第17号 

  〃   第18号 

  〃   第19号 

  〃   第20号 

  〃   第21号 

  〃   第22号 

  〃   第23号 

  〃   第24号 

 

  〃   第25号 

 

令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第７号） 

令和６年度宮崎県えびの高原スポーツレクリエー

ション施設特別会計補正予算（第２号） 

宮崎県税条例の一部を改正する条例 

使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 

警察関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正す

る条例 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

公の施設に関する条例の一部を改正する条例 

宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部

を改正する条例 

宮崎県救護施設、更生施設、医療保護施設、授産施設

及び宿所提供施設の設備及び運営の基準に関する条

例の一部を改正する条例 

工事請負契約の締結について 

工事請負契約の変更について 

工事請負契約の変更について 

工事請負契約の変更について 

工事請負契約の変更について 

民事訴訟事件の和解について 

訴えの提起について 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

当せん金付証票の発売について 

収用委員会委員の任命の同意について 

令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第８号） 

令和６年度宮崎県拡大造林事業特別会計補正予算（第

１号） 

令和６年度宮崎県公共用地取得事業特別会計補正予

算（第１号） 

12月10日・ 可  決 

    〃 

 

    〃 

    〃 

    〃 

 

    〃 

    〃 

    〃 

 

    〃 

 

 

    〃 

    〃 

    〃 

    〃 

    〃 

    〃 

    〃 

    〃 

    〃 

    〃 

    〃 

    〃 

12月３日・ 同  意 

12月10日・ 可  決 

    〃 

 

    〃 
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議 案 番 号 件                  名 議 決 月 日 

知事提出議案第26号 

 

  〃   第27号 

 

  〃   第28号 

 

  〃   第29号 

 

  〃   第30号 

  〃   第31号 

 

  〃   第32号 

 

  〃   第33号 

 

議員発議案 第１号 

  〃   第２号 

令和６年度宮崎県育英資金特別会計補正予算（第１

号） 

令和６年度宮崎県公営企業会計（電気事業）補正予算

（第２号） 

令和６年度宮崎県公営企業会計(工業用水道事業)補

正予算（第１号） 

令和６年度宮崎県公営企業会計（地域振興事業）補正

予算（第１号） 

令和６年度宮崎県立病院事業会計補正予算(第１号) 

職員の給与に関する条例及び一般職の任期付職員の

採用等に関する条例の一部を改正する条例 

市町村立学校職員の給与等に関する条例の一部を改

正する条例 

知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正

する条例 

避難所生活改善等に対する意見書 

民生委員・児童委員の処遇改善を求める意見書 

12月10日・ 可  決 

 

    〃 

 

    〃 

 

    〃 

 

    〃 

    〃 

 

    〃 

 

    〃 

 

    〃 

    〃 
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議 員 発 議 案 等 
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議員発議案第１号 
避難所生活改善等に対する意見書 

 
                                
 
昨今の自然災害が激甚化・頻発化する中、南海トラフ巨大地震や首都直下型地震への危

機意識が高まっている。そのような状況の下、災害が発生するたびに、多くの被災者が避
難所で厳しい生活を余儀なくされている。被災後の心身への負担が原因となる「災害関連
死」を防ぐためには、避難所の環境改善が喫緊の課題となっている。 
国には、災害時の避難所環境において、被災者が尊厳ある生活を維持できるよう、国際

レベルの衛生・生活環境基準の策定と自治体向けの避難所運営指針の改定が求められてい
る。 
また、避難所運営の主体が被災自治体であることから、人員や財源の確保に地域格差が

生じる懸念がある。 
よって、国においては、各自治体が新基準を満たす避難所を開設できるかどうかを総点

検し、必要な支援を行えるよう、下記の事項を強く要望する。 
 

記 
 
１   避難所の環境改善および質の向上のため、トイレ、キッチン、ベッドの設置等に加え、
水循環式のシャワー等の導入に対する支援を行うこと。 

 
２ 断熱性に優れた段ボールベッドについて、使用後の求償方式ではなく、平時から整備
を可能とする自治体への継続的な支援を行うこと。 

 
３ 過去の大規模災害におけるトイレ事情を踏まえ、マンホールトイレやトイレカー等の
整備に対する自治体への継続的な支援を行うこと。 

 
４ 福祉避難所の指定促進に向けて、資機材の充実や福祉人材の確保など、早期開設およ
び機能強化に向けた自治体の取り組みを支援すること。 

 
５ 「災害関連死」に関して迅速な審査が可能となるよう、条例制定の推進に向けた自治
体への助言を行うこと。 

 
以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
 
令和６年12月10日 

 
宮 崎 県 議 会  

 
衆 議 院 議 長   額 賀 福志郎 殿 
参 議 院 議 長   関 口 昌 一 殿 
内 閣 総 理 大 臣   石 破   茂 殿 
総 務 大 臣   村 上 誠一郎 殿 
財 務 大 臣   加 藤 勝 信 殿 

厚 生 労 働 大 臣 福 岡 資 麿 殿 

国 土 交 通 大 臣 中 野 洋 昌 殿 

内 閣 府 特 命 担 当 大 臣 
坂 井   学 殿 

（ 防 災 ・ 海 洋 政 策 ） 
内 閣 官 房 長 官   林   芳 正 殿 
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議員発議案第２号 

民生委員・児童委員の処遇改善を求める意見書 

 

 

民生委員・児童委員は民生委員法に基づき厚生労働大臣が委嘱する特別職の地

方公務員である。住民の生活や福祉に関する相談に応じ、行政への繋ぎ役として、

また高齢者や障がい者世帯、児童等の見守り役として、地域における重要な役割

を担っている。昨今は防災や災害対応時にも活躍が期待されており、民生委員・

児童委員は地域に欠かせない存在となっている。 

令和４年度末における全国の充足率は94.5％であり、担い手の確保が課題とな

っている。しかし、行政機関からの様々な協力要請により活動範囲が拡大し負担

感も増大しており、さらには、60歳以上の民生委員が８割を占め、高齢化による

活動への影響も懸念される。令和７年12月の一斉改選に向けて、民生委員・児童

委員の負担軽減が急務である。 

また、民生委員・児童委員の活動費は自治体ごとに支給されているが、昨今の

燃料費高騰や物価高を踏まえると、活動の継続、担い手確保の観点からも増額が

求められる。 

よって、国においては、下記の事項について措置されるよう強く要望する。  

 

記 

 

１ 民生委員・児童委員の役割、求められる活動内容を明確化すること。 

２ 民生委員・児童委員の活動費の増額に向けて、地方交付税の算定基礎額を

引き上げること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

 

令和６年12月10日 

                           宮 崎 県 議 会 

衆 議 院 議 長 額 賀 福志郎 殿 

参 議 院 議 長 関 口 昌 一 殿 

内 閣 総 理 大 臣 石 破   茂 殿 

総 務 大 臣 村 上 誠一郎 殿 

財 務 大 臣 加 藤 勝 信 殿 

厚 生 労 働 大 臣 福 岡 資 麿 殿 

内 閣 官 房 長 官 林   芳 正 殿 
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議 員 派 遣 

 

令和６年１２月１０日  

 

次のとおり、議員を派遣する。 

 

 

１ 令和６年度九州各県議会議員交流セミナー 

 

(1) 目  的   九州各県議会の議員が一堂に会し、共通する政策課題等につ

いて情報や意見の交換を行うことにより、政策提案力その他議

会機能の充実を図るとともに、議員間の親睦を深め、ともに九

州の一体的な発展と地方主権の確立を目指す。 

 

(2) 派遣場所   宮崎市 

 

(3) 期  間  令和７年１月３０日（木） 

 

(4) 派遣議員  議会運営委員会において決定する３８名以内 
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請 願 一 覧 表 
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 総  括  表  

 

 

委 員 会 

請   願 

計 備 考 

新 規 継 続 

総 務 政 策 － － －  

厚 生 ４ － ４  

商 工 建 設 － － －  

環 境 農 林 水 産 － － －  

文 教 警 察 企 業 １ － １  

計 ５ － ５  
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 新 規 請 願                                                           

厚生常任委員会 

請願番号 請願第８号 受理年月日 令和６年１１月２８日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請願の件名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国に「現行保険証とマイナ保険証の両立を求める意見書を提出する

こと」についての請願 

 

（要旨） 

 国に対し、本年１２月２日実施予定の健康保険証廃止を中止し、

現行の健康保険証とマイナ保険証の両立を求める意見書を提出す

ること。 

 

（理由） 

 政府は１２月２日から現行の健康保険証の発行を停止するとし

ていますが、医療現場の実態や保険証存続を求める国民の声を無視

した健康保険証の廃止はやめるべきです。 

 厚労省の９月時点での調査ではマイナ保険証登録者のうち、病院

や薬局で実際に利用している人は１３．８７％にとどまっていま

す。また、８月３０日付けの宮崎日日新聞は「厚労省が行った現行

の健康保険証廃止に関する意見公募には５万３０２８件が集まり、

マイナ保険証への懸念を訴える意見が多かった」「別人情報のひも

付けの誤りなどによる個人情報流出を心配する声が目立った」と伝

えています。 

 全国保険医団体連合会（保団連）の調査では今年５月以降も全国

７０％の医療機関でマイナ保険証、オンライン資格確認に関するト

ラブルが「あった」と回答しており、保団連では「トラブルを解決

するためには現行の保険証を残すことが絶対に必要」と訴えていま

す。 

 マイナ保険証は５年ごとの更新が必要です。更新には３ヶ月以内

に役所に出向く必要があり、更新を忘れて医療機関にかかった時に

資格情報が無効となり、窓口で１０割負担を求められることも起き

かねません。 

 そもそもマイナンバーカードをつくるか、マイナ保険証として使

うかは任意であると、政府は国民に説明・約束してきました。ここ

にきて、マイナカードの取得を事実上、強制して保険証を廃止する

ことは拙速すぎる対応ではないでしょうか。 

 政府はマイナ保険証の利点を「本人の同意があれば他院で処方さ
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れた薬など情報共有できる」と宣伝していますが、情報共有は「お

くすり手帳」や「問診」で済むことです。 

 こうしたことから、国民の不安に応え、医療保険制度を将来にわ

たって維持存続させるために、本年１２月２日実施予定の健康保険

証廃止を中止し、マイナ保険証と現行の保険証を両立させることを

求め、国に対して意見書を提出することを請願します。 

紹介議員 永山 敏郎  岩切 達哉  前屋敷 恵美 
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 新 規 請 願                                                           

厚生常任委員会 

請願番号 請願第９号 受理年月日 令和６年１１月２９日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請願の件名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮崎県に対し、精神障がい者を県の重度障がい者医療費助成制度の

対象とすることを求める請願書 

 

（請願の趣旨） 

 精神障がい者が安心して、精神科以外の医療機関にかかることが

できるよう、県の重度障がい者医療費助成制度の対象を、精神障害

者保健福祉手帳１級はもちろん、２級、３級を所持する精神障がい

者まで、早急に拡充していただくようお願いします。 

 

（請願の理由） 

 近年、「精神的」な病気は、特別な人がかかるものではなく、誰

でもかかる可能性のある病気です。精神疾患の患者数は約４２０万

人で、国民の重要５大疾病中１位となっています。 

 精神疾患の程度や症状は様々で、回復にとても時間がかかりま

す。その中には、「未就労」の方が多く、他の身体障がい者等と比

べて雇用数、定着率ともに、とても低く、低い収入にもかかわらず、

精神障がい者に対する自立支援医療の助成は精神科への通院のみ

であり、精神科以外への通院は３割負担となっています。生活原資

は、わずかな障がい年金のみの場合が大半であり、医療費の３割負

担が重くのしかかり、受診もままらないのが現状です。 

 障がい者に対する医療費助成については、市町村が実施主体であ

りますが、県は市町村に対し、県の定める対象者と助成金額の基準

に基づき補助を行っていることから、都道府県の基準により障がい

者への医療費助成を行っています。 

現在、宮崎県では、県の基準によれば、身体・知的障がい者は重

度障がい者医療費助成制度の対象であり、全診療科目において、１

月あたりの自己負担額は、外来の場合１医療機関につき５００円、

入院の場合は１，０００円となっております。 

 また、全国では、多くの都道府県で精神障がい者手帳２級所持者

まで自己負担はなく、無料としている市町村も増えています。 

 精神障がい者（特に精神障がい者手帳２級、３級保持者）が重度

障がい者医療費助成制度の対象となり、医療費助成を受けられるよ

うになれば、日常の病状が改善され、就労が可能になると考えられ
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ることから、現在の人手不足が少しでも解消されるとともに、雇用

する側も税制を含め、メリットも多く、プラスになると思われます。 

 障害者基本法によれば、身体障がい、知的障がい、精神障がいの

３つの障がいは、すべて同等として扱われるべきものですが、精神

障がい者の置かれている現状を踏まえ、精神障がい者の命や健康を

守るため、一刻も早く、精神障がい者が県の重度障がい者医療費助

成制度の対象となるよう、制度を拡充していただきますよう要望い

たします。 

 

紹介議員 重松 幸次郎  下沖 篤史 
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 新 規 請 願                                                           

厚生常任委員会 

請願番号 請願第１０号 受理年月日 令和６年１１月２９日 

 

 

 

 

 

請願の件名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「現行保険証の存続を求める」意見書を国に提出することを求める

請願書 

 

（請願趣旨） 

 政府は2023年６月に現行の健康保険証を2024年12月に廃止し、マ

イナンバーカードに健康保険証を一本化する法案を可決成立させ

ました。 

 しかし、誤登録や情報漏えい、「資格無効」と表示される等、マ

イナンバーカード（マイナ保険証）での受診によるトラブルが続出

し多くの患者・国民が不安を抱えています。 

 健康保険証がこのまま廃止されれば、マイナンバーカードを持た

ない人は公的保険診療を受ける権利を失う結果となりかねず、国民

皆保険制度の下で守られている国民のいのちと健康が脅かされて

しまいます。 

 国民・患者も医療機関も望んでいないマイナンバーカードとの強

制的な一本化はただちにやめて、現行の健康保険証を残すべきで

す。 

紹介議員 永山 敏郎  前屋敷 恵美 
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 新 規 請 願                                                           

厚生常任委員会 

請願番号 請願第１１号 受理年月日 令和６年１１月２９日 

 

 

 

 

 

請願の件名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療機関の事業と経営維持のための診療報酬の再改定、補助金等の

財政支援措置についての請願 

 

（要旨） 

医療機関の事業と経営維持のための診療報酬の再改定、補助金等の

財政支援措置についての請願 

 

（理由） 

 厚生労働省による医療経済実態調査では赤字法人は約 25％を占

めます。医療法人の施設数約４万件のうち１万件が赤字経営です

が、実態は数字以上に厳しく、資金不足のため、借入金返済に追わ

れ、病院建て替えなどの設備投資は計画にすら手がついていない厳

しい状態です。 

 帝国データバンク 2023 年度動向調査によると、医療機関（病院

・診療所・歯科医院）の倒産は 55 件で過去最多となり、休廃業・

解散が急増しています。休廃業・解散は、倒産件数の 12.9 倍とな

る 709 件が確認され過去最多を更新し 10 年前と比較して 2.3 倍に

増えています。 

 このままでは、日本の地域医療の存続が危ぶまれます。医療機関

の事業と経営の危機は、必要に応じて医療を受ける国民の権利の危

機でもあります。厚生労働大臣、財務大臣の折衝で、本体改定率

0.88％と決定された 2024 年度診療報酬改定が施行されました。こ

の厳しい改定は、医療経営の実態、昨今の物価高騰に見合わないも

のです。特に中小の民間病院、診療所にとって非常に厳しい内容に

なっています。 

 本来、診療報酬は、地域の医療ニーズに応え適切な医療を提供し、

職員にも世間並みの賃金を払い、健全な経営維持が可能なものであ

るべきです。しかし 2024 年度診療報酬改定は、医療機関の願いに

応えるものとは遠くかけ離れたものとなりました。多くの医療機関

から「今の状況が続けば、日本の医療と福祉は早晩持たなくなる」

との悲痛な声があがっています。このままでは、次期改定までの間

に病院がなくなってしまう地域がでてくるかもしれません。地域医

療の崩壊を防ぎ、医療機関の事業と経営維持のために、以下要請し、
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実施を強く求めるものです。 

 また、新型コロナウイルス感染症が５類に移行しましたが、依然

として感染対策の強化は必要な状況であり、経営負担となっていま

す。地域医療または医療従事者を守るために、県に対して財政支援

を求めるものです。 

 

（要請事項） 

１．医療機関の事業と経営維持のための診療報酬の再改定、補助金

等の財政支援措置を行うように、国に対して意見書を提出するこ

と。 

２．国による診療報酬の再改定、補助金等の財政支援措置がない場

合は、地方自治体として、医療機関の事業と経営維持のための補

助金等の財政支援措置を行うこと。 

３．医療従事者に対して、新型コロナウイルス抗原検査キットの配

布を行い、新型コロナウイルスワクチン接種について、補助金等

の財政支援措置を行うこと。 

紹介議員 渡辺 正剛  前屋敷 恵美  永山 敏郎  図師 博規 
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 新 規 請 願                                                           

文教警察企業常任委員会 

請願番号 請願第１２号 受理年月日 令和６年１１月２９日 

 

 

 

 

 

請願の件名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮崎県下の公立小中学校の教育条件改善を求める請願 

 

（請願の趣旨） 

 宮崎県下の公立小中学校の教育条件改善を求めます。 

 

（請願の理由） 

 コロナ禍によって、様々な困難が学校現場に生まれました。その

後、収束しつつあるとはいえ、引き続き継続している問題もありま

す。 

 また、最近特に頻繁に見られるようになった、教員未配置の改善

について、必要な手立てを講じる必要もあります。特に、若者が教

職を敬遠する傾向になっている事は、日本社会の未来に係わる由々

しき事態です。 

 問題の、根本的な解決のために請願するものです。 

 

（請願項目） 

Ⅰ 宮崎県教育委員会として、以下の事を行うこと。 

（１） 教職員の任用は、正規採用を基本とする。 

① 将来の不安なく、職務に専念できるようにする。 

② 不公平感なく、職員同士が協力・助け合えるようにする。 

③ 短時間勤務、変則勤務では、児童理解・共通理解が困難であ

るので、フルタイムを基本とする。 

（２） 学校間の教職員配置の恣意的な格差を作らない。 

① 産休・育休等の代替の見込み数を考慮して、欠員での教員配

当は調整する。 

② 任意の配置となっている「加配定数」の配当は、公平を旨と

する。 

 

Ⅱ 以下の事について、国に対して意見書を提出すること。 

（１） 教職員定数を増やすこと。 

① 教師の負担を適正なものとするため、一教師の受け持つ授業

時間数を、相当なものとし、義務標準法第７条第１項第１号

の「乗ずる数」を改善し、基本となる教員定数を増やすこと。 
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② 「乗ずる数」から「各学校への配置数」として計算できるよ

う、法律を改正すること。 

③ 不安定で不公平な「加配」による、教員の「受持ち授業時間」

削減ではなく、公平・公正な教員配置を実現できる①、②の

方法による、基礎的定数の増を図ること。 

④ 産休や、育休の代替職員は、必ずしも臨時的任用によらず、

正規任用者を充てることができるように法律を改正するこ

と。 

（２） 教職員給与費国庫負担制度をもとに戻すこと。 

① 国庫負担率を、もとの２分の１に戻すこと。 

② 非正規化を考え方として推進する国庫負担限度額政令の「総

額裁量制」を、元の「定員制」に戻すこと。 

学級編制基準を改善すること。 

③ 「３５人学級」を、すみやかに中学校にも実施すること。 

④ 教師の負担を適正なものにするため、一教師の受け持つ児童

生徒数（同時に授業を受ける）の上限を、３０人以下とする

こと。 

⑤ 特別支援学級においては、６人以下とし、複数学年での編成

の場合は３人以下とすること。 

⑥ 複式学級は、１４人以下とすること。 

（３） 小規模学校の良さを守ること。 

① むやみな学校統廃合を進めないこと。 

② 子どもが歩いて通える学校を基本として、学区を守ること。 

（４） 教育内容・教育方法の強制を行わないこと。 

① ＩＣＴ教育は、子どもの心身の発達を保障し、健康を害さな

いことを考えて、学校での使用時間を１時間以下とするこ

と。 

② 非常勤対応を前提とするような、教育内容や、指導方法を採

用しないこと。 

③ 教育内容や、指導方法については、学校で実際に授業を行う

教員、学ぶ子ども、見守る保護者・市民の意思や希望を尊重

すること。 

④ 授業時数は、子どもの発達段階に応じたものとすること。 

（５） 高圧的な管理政策をやめること。 

① 学力・学習状況調査は廃止すること。 

② 教員評価と、それの賃金への反映を廃止すること。 

③ 管理的な立場となる教員の数をやたらに増やさないこと。 
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＜おことわり＞この請願の趣旨は、教育条件の改善を求めるもので

あり、現在、学校で、臨時的任用や短時間勤務で奮闘しておられる

先生方を否定するものではありません。任用制度の本来の在り方に

ついて、要望するものです。 

以上。 

紹介議員 永山 敏郎  前屋敷 恵美  渡辺 正剛 
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議 事 経 過 
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月  日 曜 区   分 議 事 内 容 

11月22日 金 本 会 議 

開  会 

会議録署名議員指名（佐藤雅洋議員、今村光雄議員） 

議会運営委員長審査結果報告 

会期決定 

議案第１号～第22号上程 

知事提案理由説明 

11月23日 土 

休   会 

（閉庁日）勤労感謝の日 

11月24日 日 （閉庁日） 

11月25日 月 
（議案調査） 

11月26日 火 

11月27日 水 

本 会 議 

一般質問（坂口博美議員、丸山裕次郎議員、川添 博議員、

永山敏郎議員） 

11月28日 木 
一般質問（福田新一議員、重松幸次郎議員、前屋敷恵美議員、

安田厚生議員） 

11月29日 金 
一般質問（脇谷のりこ議員、山口俊樹議員、下沖篤史議員、 

     二見康之議員） 

11月30日 土 
休   会 （閉庁日） 

12月１日 日 

12月２日 月 

本 会 議 

一般質問（荒神 稔議員、山内いっとく議員、井本英雄議員、

岩切達哉議員） 

12月３日 火 

議案第23号～第33号追加上程 

知事提案理由説明 

一般質問（工藤隆久議員、黒岩保雄議員、佐藤雅洋議員） 

採決（議案第22号）（同意） 

議案・請願委員会付託 

12月４日 水 

休   会 

常任委員会 
12月５日 木 

12月６日 金 特別委員会 

12月７日 土 
（閉庁日） 

12月８日 日 

12月９日 月 （議事整理） 

 

 

 
- 333 -



月   日 曜 区   分 議 事 内 容 

12月10日 火 本 会 議 

議席の一部変更 

常任委員長審査結果報告 

討論（議案第１号、第６号、第20号、第33号に反対）（前屋敷

恵美議員） 

採決（議案第１号、第６号、第20号、第33号）（可決） 

採決（議案第２号～第５号、第７号～第19号、第21号、第23

号～第32号）（可決） 

採決（請願第12号）（不採択） 

採決（請願第８号、第10号）（不採択） 

採決（請願第９号）（採択） 

採決（継続審査・調査案件）（委員長の申出のとおり決定） 

議員発議案送付の通知 

議員発議案第１号、第２号追加上程、採決（可決） 

議員派遣の件 

選挙管理委員及び同補充員の選挙 

閉  会 
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  署 名 

  宮 崎 県 議 会 議 長  濵 砂   守 

  宮 崎 県 議 会 副 議 長  野 﨑 幸 士 

  宮 崎 県 議 会 議 員  佐 藤 雅 洋 

  宮 崎 県 議 会 議 員  今 村 光 雄 

 

  


